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○減価償却費の計算
平成 19年３月 31 日以前に取得した減価償却資産 平成 19年４月１日以後に取得した減価償却資産

旧定額法 旧定率法 定額法

定率法
250%定率法 200%定率法

平成 19年４月１日から
平成24年３月31日までに取得（※１）

平成 24 年４月１日
以後に取得（※２）

㋑取 得 価 額
  （償却保証額）

　取得価額そのままの金額を記入します。
　下段の括弧内は記入する必要はありません。 　下段の括弧内に償却保証額（取得価額×保証率）

を記入します。
㋺償 却 の 基 礎
　に な る 金 額

① 　「取得価額×90%」の
金額（漁業権や特許権
などの無形固定資産は、
取得価額そのままの金
額）を記入します。
② 　減価償却費の累積額
が取得価額の95%相当
額に達した年分の翌年
分以後５年間において
均等償却を行う場合に
は、「取得価額×５%」
の金額を記入します。

① 　前年末の未償却残高
（「取得価額－前年末ま
での減価償却費の累積
額」の金額）を記入し
ます。
② 　減価償却費の累積額
が取得価額の95%相当
額に達した年分の翌年
分以後５年間において
均等償却を行う場合に
は、「取得価額×５%」
の金額を記入します。

　取得価
額そのま
まの金額
を記入し
ます。

① 　本年中に取得した資産は、取得価額そのまま
の金額を記入します。
② 　前年以前に取得した資産は、前年末の未償却
残高（「取得価額－前年末までの減価償却費の
累積額」の金額）を記入します。
③ 　調整前償却額が償却保証額未満となる年分以
後は改定取得価額（４ページ参照）を記入しま
す。

償 却 方 法 税務署に届け出ている償却方法を記入します。
・ 　届け出ていない方は、旧定額法（鉱業用減価償却
資産は旧生産高比例法）になります。
・ 　平成10年４月１日以後に取得した建物は旧定額法
になります。

・ 　届け出ていない方は、定額法（鉱業用減価償却資産は生
産高比例法）になります。
・ 　建物、建物附属設備及び構築物（建物附属設備、構築物
及び鉱業用の建物は平成28年４月１日以後に取得したもの
に限ります。）は、定額法（鉱業用減価償却資産は定額法
又は生産高比例法）になります。

耐 用 年 数 　10、11ページの「主な減価償却資産の耐用年数表」を参照してください。
㋩ 償 却 率 又 は 
改 定 償 却 率

　12ページの「減価償却資産の償却率等表」を参照してください。
　また、一括償却資産の必要経費算入の適用を受ける場合には、
「１/３」と記入します。 　調整前償却額が償却保証額未満となる年分以後

は耐用年数に応ずる改定償却率を記入します。
㋥ 本 年 中 の
　 償 却 期 間

　資産を月の中途で取得や譲渡、取壊しなどをした場合は、その月を１か月として計算した本年中の償却期間の月数
を記入します。

㋭ 本 年 分 の
　 普 通 償 却 費

① 　「㋺×㋩×㋥」で計算した金額を記入します。
② 　減価償却費の累積額が取得価額の95%相当額に達
した年分の翌年分以後５年間において均等償却を行
う場合には、「{（取得価額－取得価額×95%－１
円）÷５}×㋥」の金額を記入します。

　「㋺×㋩×㋥」で計算した金額を記入します。
※　未償却残高が１円になるまで償却します。

㋬ 割増（特別）
　 償 却 費

　中小事業者が機械等を取得した場合の特別償却などの適用を受ける場合に、割増しなどの部分の償却費（普通償却
費は含めません。）を記入します。

㋦ 未 償 却 残 高
　（ 年 末 残 高 ）

　次の金額を記入します。
⑴　本年中に取得した資産は、㋑の金額から㋣の金額を差し引いた金額
⑵ 　前年以前に取得した資産は、前年末の未償却残高（「取得価額－前年末までの減価償却費の累積額」の金額）か
ら㋣の金額を差し引いた金額
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平成 19年３月 31 日以前に取得した減価償却資産 平成 19年４月１日以後に取得した減価償却資産

旧定額法 旧定率法 定額法

定率法
250%定率法 200%定率法

平成 19年４月１日から
平成24年３月31日までに取得（※１）

平成 24 年４月１日
以後に取得（※２）

摘 要 　減価償却費の累積額が取得価額の95%相当額に達し
た年分の翌年分以後５年間において均等償却を行う場
合には、「均等償却」と記入します。

　調整前償却額が償却保証額未満となる年分以後
は「改定償却」と記入します。
　平成24年４月１日か
ら同年12月31日 まで
に取得した減価償却資
産について、250%定率
法により償却費の額を計
算することを選択してい
る場合には、｢250%定率
法｣と記入します。

　次のような場合に応じ、それぞれ次のような事項を簡記します。
⑴ 　割増償却や特別償却の適用を受ける場合……その特例名
⑵　取得資産が中古である場合……その旨
⑶ 　資産を本年中に譲渡や取壊しなどをした場合……その月日、
事由など
⑷ 　譲渡や取壊しなどをした資産について本年分の償却を省略
した場合……その旨
⑸ 　中小事業者の少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入
の特例の適用を受ける場合……「措法28の２」
⑹ 　債務処理計画に基づく減価償却資産等の損失の必要経費算
入の特例の適用を受ける場合……「措法28の２の２」

※１　平成19年４月１日から平成24年３月31日までに取得した減価償却資産について､200%定率法を適用する経過措置の適用を受けること
ができます（平成25年３月15日までに『減価償却資産の償却の方法等に関する経過措置の適用を受ける旨の届出書』を提出している方
に限ります。）。

※２　平成24年４月１日から同年12月31日までに取得した減価償却資産について、250%定率法により償却費の額を計算することを選択して
いる場合は、「250%定率法」の各欄を参照してください。

○地代家賃の内訳
本年中に支出した
賃借料・権利金等

　本年中に支出した権利金や更新料、賃借料がある場合に、権利金や更新料を上段に、賃借料を下段にそれぞれ記
入し、権利金は「権」を、更新料は「更」を○で囲んで表示します。

○税理士・弁護士等の報酬・料金の内訳
所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額

　本年中に支出した報酬や料金について徴収した所得税等の源泉徴収税額を記入します。

̶ 10 ̶



̶ 11 ̶



１　旧定額法、定額法の償却率表
減価償却資産の償却率等表

（注）この表にないもので、お分かりにならないものは、最寄りの税務署にお尋ねください。

２　旧定率法、定率法の償却率等表

耐
用
年
数

平成19年
３月31日
以前取得

平成19年
４月１日
以後取得

旧定額法
償却率

定額法
償却率

2 0.500 0.500
3 0.333 0.334
4 0.250 0.250
5 0.200 0.200
6 0.166 0.167
7 0.142 0.143
8 0.125 0.125
9 0.111 0.112
10 0.100 0.100
11 0.090 0.091
12 0.083 0.084
13 0.076 0.077
14 0.071 0.072
15 0.066 0.067
16 0.062 0.063
17 0.058 0.059
18 0.055 0.056
19 0.052 0.053
20 0.050 0.050
21 0.048 0.048
22 0.046 0.046
23 0.044 0.044
24 0.042 0.042
25 0.040 0.040
26 0.039 0.039

耐
用
年
数

平成19年
３月31日
以前取得

平成19年
４月１日
以後取得

旧定額法
償却率

定額法
償却率

27 0.037 0.038
28 0.036 0.036
29 0.035 0.035
30 0.034 0.034
31 0.033 0.033
32 0.032 0.032
33 0.031 0.031
34 0.030 0.030
35 0.029 0.029
36 0.028 0.028
37 0.027 0.028
38 0.027 0.027
39 0.026 0.026
40 0.025 0.025
41 0.025 0.025
42 0.024 0.024
43 0.024 0.024
44 0.023 0.023
45 0.023 0.023
46 0.022 0.022
47 0.022 0.022
48 0.021 0.021
49 0.021 0.021
50 0.020 0.020

　

耐
用
年
数

平成19年
３月31日
以前取得

平成 19 年４月１日から
平成24年３月31日までに取得 平成24年４月１日以後取得

旧定率法
償却率

250％定率法 200％定率法
償却率 改定償却率 保証率 償却率 改定償却率 保証率

2 0.684 1.000 ─ ─ 1.000 ─ ─
3 0.536 0.833 1.000 0.02789 0.667 1.000 0.11089
4 0.438 0.625 1.000 0.05274 0.500 1.000 0.12499
5 0.369 0.500 1.000 0.06249 0.400 0.500 0.10800
6 0.319 0.417 0.500 0.05776 0.333 0.334 0.09911
7 0.280 0.357 0.500 0.05496 0.286 0.334 0.08680
8 0.250 0.313 0.334 0.05111 0.250 0.334 0.07909
9 0.226 0.278 0.334 0.04731 0.222 0.250 0.07126
10 0.206 0.250 0.334 0.04448 0.200 0.250 0.06552
11 0.189 0.227 0.250 0.04123 0.182 0.200 0.05992
12 0.175 0.208 0.250 0.03870 0.167 0.200 0.05566
13 0.162 0.192 0.200 0.03633 0.154 0.167 0.05180
14 0.152 0.179 0.200 0.03389 0.143 0.167 0.04854
15 0.142 0.167 0.200 0.03217 0.133 0.143 0.04565
16 0.134 0.156 0.167 0.03063 0.125 0.143 0.04294
17 0.127 0.147 0.167 0.02905 0.118 0.125 0.04038
18 0.120 0.139 0.143 0.02757 0.111 0.112 0.03884
19 0.114 0.132 0.143 0.02616 0.105 0.112 0.03693
20 0.109 0.125 0.143 0.02517 0.100 0.112 0.03486
21 0.104 0.119 0.125 0.02408 0.095 0.100 0.03335
22 0.099 0.114 0.125 0.02296 0.091 0.100 0.03182
23 0.095 0.109 0.112 0.02226 0.087 0.091 0.03052
24 0.092 0.104 0.112 0.02157 0.083 0.084 0.02969
25 0.088 0.100 0.112 0.02058 0.080 0.084 0.02841
26 0.085 0.096 0.100 0.01989 0.077 0.084 0.02716

耐
用
年
数

平成19年
３月31日
以前取得

平成 19 年４月１日から
平成24年３月31日までに取得 平成24年４月１日以後取得

旧定率法
償却率

250％定率法 200％定率法
償却率 改定償却率 保証率 償却率 改定償却率 保証率

27 0.082 0.093 0.100 0.01902 0.074 0.077 0.02624
28 0.079 0.089 0.091 0.01866 0.071 0.072 0.02568
29 0.076 0.086 0.091 0.01803 0.069 0.072 0.02463
30 0.074 0.083 0.084 0.01766 0.067 0.072 0.02366
31 0.072 0.081 0.084 0.01688 0.065 0.067 0.02286
32 0.069 0.078 0.084 0.01655 0.063 0.067 0.02216
33 0.067 0.076 0.077 0.01585 0.061 0.063 0.02161
34 0.066 0.074 0.077 0.01532 0.059 0.063 0.02097
35 0.064 0.071 0.072 0.01532 0.057 0.059 0.02051
36 0.062 0.069 0.072 0.01494 0.056 0.059 0.01974
37 0.060 0.068 0.072 0.01425 0.054 0.056 0.01950
38 0.059 0.066 0.067 0.01393 0.053 0.056 0.01882
39 0.057 0.064 0.067 0.01370 0.051 0.053 0.01860
40 0.056 0.063 0.067 0.01317 0.050 0.053 0.01791
41 0.055 0.061 0.063 0.01306 0.049 0.050 0.01741
42 0.053 0.060 0.063 0.01261 0.048 0.050 0.01694
43 0.052 0.058 0.059 0.01248 0.047 0.048 0.01664
44 0.051 0.057 0.059 0.01210 0.045 0.046 0.01664
45 0.050 0.056 0.059 0.01175 0.044 0.046 0.01634
46 0.049 0.054 0.056 0.01175 0.043 0.044 0.01601
47 0.048 0.053 0.056 0.01153 0.043 0.044 0.01532
48 0.047 0.052 0.053 0.01126 0.042 0.044 0.01499
49 0.046 0.051 0.053 0.01102 0.041 0.042 0.01475
50 0.045 0.050 0.053 0.01072 0.040 0.042 0.01440

　電子帳簿等保存制度は、一定の要件を満たした上で、電磁的記録による保存を可能とする制度ですが、
この制度を利用することにより、経理の電子化による生産性向上やテレワークの推進等に資することが
可能です。
○　電子帳簿等保存
　 　帳簿（仕訳帳等）及び国税関係書類（決算関係書類等）のうち、自己が最初の記録段階から一貫し
て電子計算機を使用して作成しているものについては、一定の要件の下で、電磁的記録等による保存
等を行うことができます。

○　スキャナ保存
　 　決算関係書類を除く国税関係書類（取引の相手方から受領した領収書・請求書等）については、一
定の要件の下で、スキャナにより記録された電磁的記録の保存により、当該書類の保存に代えること
が可能です。

○　電子取引
　 　所得税及び法人税に係る保存義務者は、取引情報の授受を電磁的に行った場合、一定の要件の下で、
当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保存することが必要です。

※ 　なお、令和４年１月１日以降に授受した電子取引に係る電磁的記録（例えば請求書を電磁的に授受
した場合等）の保存方法について、紙出力保存をもって電磁的記録の保存に代える措置が廃止されま
した。詳しくは、国税庁ホームページの『電子帳簿保存法一問一答（電子取引関係）』をご覧ください。

電子帳簿等保存制度について
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